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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％にて、
Ｃ：０．００１～０．１％、
Ｎ：０．０１～０．１５％、
Ｓｉ：０．０１～２％、
Ｍｎ：０．１～１０％、
Ｐ：０．０５％以下、
Ｓ：０．０１％以下、
Ｎｉ：０．５～５％、
Ｃｒ：１０～２５％、
Ｃｕ：０．５～５％、
残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、
オーステナイト相が１０％以上６２％以下、残部フェライト母相からなるミクロ組織とし
、静的引張試験において３０％歪みまでの加工硬化率が１０００ＭＰａ以上、１０％変形
時の静動差が１５０ＭＰａ以上であることを特徴とする加工性と衝撃吸収特性に優れた構
造部材用フェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板。
【請求項２】
　質量％にて、Ｔｉ：０．５％以下、Ｎｂ：０．５％以下、Ｖ：０．５％以下を１種また
は２種以上含有することを特徴とする請求項１記載の加工性と衝撃吸収特性に優れた構造
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部材用フェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板。
【請求項３】
　質量％にて、Ｍｏ：２％以下、Ａｌ：５％以下、Ｂ：０．００３０％以下を１種または
２種以上含有することを特徴とする請求項１または２記載の加工性と衝撃吸収特性に優れ
た構造部材用フェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板。
【請求項４】
　質量％にて、Ｃａ：０．０１％以下、Ｍｇ：０．０１％以下を１種または２種以上含有
することを特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の衝撃吸収特性に優れた加工性と衝
撃吸収特性に優れた構造部材用フェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板。
【請求項５】
　静的引張試験における耐力と引張強度の平均値が５００ＭＰａ以上で、破断伸びが４０
％以上であることを特徴とする請求項１～４のいずれかに記載の加工性と衝撃吸収特性に
優れた構造部材用フェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板。
【請求項６】
　冷延板焼鈍工程において、保定温度を９５０～１１５０℃とし、４００℃までの冷却速
度を３℃／ｓｅｃ以上とすることを特徴とする請求項１～５のいずれかに記載の加工性と
衝撃吸収特性に優れた構造部材用フェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板の製造方
法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、主として強度や衝撃吸収性能が必要な構造用部材として使用されるステンレ
ス鋼板およびその製造方法に関するもので、特に自動車、バスのフロントサイドメンバー
、ピラー、バンパーなどの衝撃吸収部材並びに足回り部材、鉄道車両の車体、自転車のリ
ムなどの構造部材用鋼板およびその製造方法に関わるものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、環境問題の観点から、自動車、二輪車、バス、鉄道車両などの輸送機器の燃費向
上が必須課題になってきている。その解決手段の一つとして、車体の軽量化が積極的に推
進されている。車体の軽量化は、部材を形成する素材の軽量化、具体的には素材板厚の薄
手化に依るものが大きいが、素材板厚を薄くすると剛性や衝突安全性能が低下してしまう
。衝突安全性向上の対策としては、部材を構成する材料の高強度化が有効であり、普通鋼
の成分である高強度鋼板が自動車の衝撃吸収部材に適用されている。しかしながら、普通
鋼は耐食性能が低いため、重塗装することが前提となっており、塗装しない、もしくは軽
塗装部材には適用出来なかったり、重塗装によるコストアップが必須であった。一方、Ｃ
ｒを含有するステンレス鋼を適用した場合、普通鋼に比べて大幅に耐食性が優位であるた
め、錆代低減による軽量化、塗装省略化が期待される。更に、衝突安全性向上に対しては
、例えば車両の衝突を考えた場合、車両フレームに高い衝撃吸収能を有する材料を適用す
れば、部材が圧壊変形することで衝撃を吸収し、車両内の人員に与える衝撃を緩和するこ
とが出来る。即ち、車体軽量化による燃費向上、塗装簡略化、安全性の向上などのメリッ
トが大きくなる。
【０００３】
　耐食性が要求される車両部材、例えば鉄道車両の構造部材としては、耐食性に優れたＳ
ＵＳ３０１ＬやＳＵＳ３０４などの延性が高く、成型性に優れたオーステナイト系ステン
レス鋼板が一般的に使用されている。特許文献１には、主として鉄道車両および一般車両
の構造部材や補強材に使用することを目的として、高歪み速度での衝撃吸収能に優れたオ
ーステナイト系ステンレス鋼が開示されている。これは、Ｎｉを６～８％含有し、オース
テナイト組織を有する素材において、変形時に加工誘起マルテンサイト相が生成すること
で高速変形において高強度化するものである。しかしながら、Ｎｉを多量に含有するため
コスト高となる課題や成分系や使用環境によっては応力腐食割れや時効割れが問題になる
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場合があり、汎用的な構造体としては必ずしも十分ではなかった。
【０００４】
　焼き入れにより高強度化するマルテンサイト系ステンレス鋼板（例えばＳＵＳ４２０）
は、Ｎｉを含有しないかオーステナイト系ステンレス鋼に比べて低Ｎｉ成分であり、コス
ト的には有利であるが、延性が著しく低く、溶接部靭性が著しく低い問題がある。自動車
、バス、鉄道車両は溶接構造が多いため、溶接部靭性が低い場合、構造物としての信頼性
が大きく低下してしまう。フェライト系ステンレス鋼板（例えばＳＵＳ４３０）もコスト
的にはオーステナイト系ステンレス鋼よりもコスト的には有利であるが、強度が低いため
に強度が要求される部材には不適であり、高速で変形する際の衝撃吸収エネルギーが低い
問題から、衝突安全性能を向上させることは不可能であった。即ち、特に母相をフェライ
ト相とする高強度ステンレス鋼について、車両衝突時の高歪み速度領域での動的変形特性
は殆ど解明されていないため、衝撃を吸収する部材にステンレス鋼を適用は困難な状況で
あった。更に、マルテンサイト系ステンレス鋼、フェライト系ステンレス鋼の成型性は、
オーステナイト系ステンレス鋼に比べて伸びの点で著しく低く、固溶強化や析出強化（粒
子分散強化）などの手段を利用して高強度化しても、構造部材への成型が出来ないという
大きな課題があった。
【０００５】
　他方、発明者は、特許文献２において、Ｎｉを節減するとともにフェライト相を母相と
し、主な第２相としてマルテンサイト相を５％以上存在させた衝撃吸収特性に優れた構造
部材用ステンレス鋼に関する技術を開示した。これは本発明と類似の発明であるが、第２
相が主にマルテンサイト相であり、後述する歪み誘起塑性が生じないため加工性（伸び、
加工硬化特性）が著しく低く、部材成型性に問題があった。また、特許文献３、４には、
成型性に優れたオーステナイト・フェライト系ステンレス鋼に関する技術が開示されてい
る。これは、オーステナイト相の体積分率やオーステナイト相の成分分配を考慮し、変形
時にオーステナイト相を加工誘起マルテンサイト相に変態させる、いわゆる歪み誘起塑性
を発現させ、高延性を発現させる技術である。しかしながら、構造部材として適用する場
合には、加工硬化特性が部材成型において重要であるとともに、構造部材としては強度や
衝撃吸収性能が重要であるのに対して、特許文献３、４の技術は十分なものでは無かった
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００２－２０８４３号公報
【特許文献２】特開２００８－１６３３５９号公報
【特許文献３】特開２００６－１６９６２２号公報
【特許文献４】特開２００６－１８３１２９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上記の様に、特にフェライト相を母相とするステンレス鋼板において、部材への成形性
（特に伸び）を確保しつつ、高強度化して衝突安全性能を確保するための高速変形時の衝
撃吸収エネルギーを向上させる技術は皆無であった。この様なことから、本発明は高強度
で高速変形時の衝撃吸収特性に優れ、かつ成型性にも優れたフェライト相を母相とするス
テンレス鋼板およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明者らはフェライト相を母相とするステンレス鋼につ
いて、高速変形を受けた際の変形機構、低速引張変形を受ける場合の伸びに関する金属組
織的研究を実施した。そして、フェライト母相に第２相としてオーステナイト相を形成さ
せ、かつ変形時にオーステナイト相の歪み誘起によるマルテンサイト変態を生じさせて、
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高強度化、高速変形時の衝撃吸収エネルギー向上、部材成形時の伸びの向上を並立させる
技術を見出した。具体的には、一般的なオーステナイト系ステンレス鋼よりも低いＮｉ量
でフェライト相を母相とする鋼成分において元素量を調整してオーステナイト相が準安定
な二相ステンレス鋼とすることにより、変形中にオーステナイト相がマルテンサイト相に
変態する歪み誘起変態によって、静的変形時の加工硬化率や破断伸びをフェライト系ステ
ンレス鋼よりも向上させる。また、静的変形時の強度、加工硬化率の上昇および歪み誘起
変態を利用して、動的変形時の変形抵抗を上昇させて衝撃吸収エネルギーを増大させるこ
とである。これにより、本発明鋼を特に自動車、バス、鉄道車両、自転車などの車両構造
部品の素材とすることにより、衝突時の衝撃を吸収し、かつ車体崩壊を最小限にして乗員
の安全性を飛躍的に向上させるとともに、オーステナイト系ステンレス鋼よりも低コスト
化に寄与するものである。
【０００９】
　（１）質量％にて、
Ｃ：０．００１～０．１％、
Ｎ：０．０１～０．１５％、
Ｓｉ：０．０１～２％、
Ｍｎ：０．１～１０％、
Ｐ：０．０５％以下、
Ｓ：０．０１％以下、
Ｎｉ：０．５～５％、
Ｃｒ：１０～２５％、
Ｃｕ：０．５～５％、
残部がＦｅおよび不可避的不純物からなり、オーステナイト相が１０％以上６２％以下、
残部フェライト母相からなるミクロ組織とし、静的引張試験において３０％歪みまでの加
工硬化率が１０００ＭＰａ以上、１０％変形時の静動差が１５０ＭＰａ以上であることを
特徴とする加工性と衝撃吸収特性に優れた構造部材用フェライト・オーステナイト系ステ
ンレス鋼板。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば特にＮｉを多量に添加せずとも、第２相であるオーステナイト相の歪み
誘起変態を生じさせることにより、オーステナイト系ステンレス鋼に匹敵する衝撃吸収特
性に優れたフェライト・オーステナイト系ステンレス鋼板を提供することができる。また
、加工性についても伸びに優れており、高強度（高衝撃吸収特性）－高成型性ステンレス
鋼として、特に自動車、バス、鉄道等の運輸に関わる構造部材に適用することにより、軽
量化による環境対策、衝突安全性向上など社会的寄与は格段に大きい。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】動的引張試験における応力－歪み曲線を示す図である。
【図２】オーステナイト相率と静動差の関係を示す図である。
【図３】静的引張試験における応力－歪み曲線を示す図である。
【図４】静的引張試験における真歪みと加工硬化率の関係を示す図である。
【図５】静的引張強度（（ＹＳ＋ＴＳ）／２）と静動差の関係を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下に本発明の成分の限定理由について説明する。なお、成分についての％は質量％を
意味する。
【００１３】
　Ｃはオーステナイト相を残留させ、変形時の歪み誘起変態を生じさせるために必要な元
素で、０．００１％以上とする。一方、過度な含有は成形性と耐食性を劣化させるととも
に、硬質なマルテンサイト相が生成し、製造性を劣化させるために、上限を０．１％とす
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る。更に製造性や加工性を考慮すると、０．００５～０．０５％が望ましい。
【００１４】
　Ｎはオーステナイト相を残留させ、変形時の歪み誘起変態を生じさせるために必要であ
るとともに、高強度化や耐食性の向上に有効で、０．０１％以上含有させる。一方、０．
１５％超の含有は熱間加工性が著しく劣化し、製造性に問題が生じるため、上限を０．１
５％とする。更に耐食性や製造性を考慮すると、０．０５～０．１３％が望ましい。
【００１５】
　Ｓｉは脱酸元素であるとともに、固溶強化元素で高強度化に有効な元素であるため０．
０１％以上含有させる。一方、２％超の含有は急激に延性を低下させるため、上限を２％
とする。更に、耐食性や製造性を考慮すると、０．０５～０．５％が望ましい。
【００１６】
　Ｍｎは脱酸元素であるとともに、固溶強化元素である他、低Ｎｉ成分にてオーステナイ
ト相の安定度を上げるために０．１％以上含有させる。１０％超の添加により耐食性が劣
化するため、上限を１０％とする。更に、製造性やコストを考慮すると、１～６％が望ま
しい。
【００１７】
　Ｐは加工性、耐食性、製造性等を劣化させるため低いほど望ましいので上限を０．０５
％とする。一方、Ｐを低減するには精錬コストが増加するため、下限を０．０１％とする
のが好適である。加工性を考慮すると、０．０１～０．０３％が望ましい。
【００１８】
　ＳはＭｎと結合して耐食性を劣化させるため、低いほど望ましいので上限を０．０１％
とする。一方、Ｓを低減するには精錬コストが増加するため、下限を０．０００１％とす
るのが好適である。製造コストを考慮すると、０．０００５～０．００９％が望ましい。
【００１９】
　Ｃｒは耐食性の観点から添加されるが、オーステナイト相の歪み誘起塑性を生じさせる
ためには１０％以上必要である。一方、２５％超の添加は靭性が著しく低下し、製造性を
劣化させたり、溶接部の衝撃特性が劣化するため、１０～２５％とした。更に、製造コス
トや耐銹性を考慮すると１３～２３％が望ましい。
【００２０】
　Ｎｉは製品にオーステナイト相を残留させる成分であるが、成分コストとフェライト・
オーステナイト相の２相組織とするために５％を上限とする。０．５％未満になると靭性
低下や耐食性が劣化するため、０．５～３％が望ましい。
【００２１】
　ＣｕもＮｉ同様、製品にオーステナイト相を残留させる成分であるが、成分コストとフ
ェライト・オーステナイト相の２相組織とするために５％を上限とする。０．５％未満に
なると靭性低下や耐食性が劣化するため、０．５～３％が望ましい。
【００２２】
　本発明では、上記に述べた成分を基本成分として含有するが、以下に述べる成分を選択
的に含有させることができる。
【００２３】
　Ｔｉ、ＮｂおよびＶは、Ｃ、Ｎと結合しＣｒ炭窒化物の生成を防止し、溶接部の粒界腐
食を抑制するため、必要に応じて添加する。但し、フェライト生成元素であり、過度な添
加はオーステナイト相が生成しなくなる他、延性を低下させるため、上限をそれぞれ０．
５％とした。なお、それぞれが０．０５％未満になるとＣ、Ｎの固定が不十分になること
があるため、望ましくは０．０５～０．３％が良い。
【００２４】
　Ｍｏは耐食性を向上させ、固溶強化元素であり、使用環境による耐食性レベルに応じて
適宜添加すれば良い。過度な添加は加工性の劣化やコスト増になるため、上限を２％とし
た。なお、０．３％未満になると耐食性低下が生じることがあるため、望ましくは、０．
３～１．８％が良い。
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【００２５】
　Ａｌは脱酸元素として添加される他、窒化物を形成し加工性を向上させたり、固溶強化
による高強度化、耐酸化性の向上に有効な元素である。過度な添加は、表面疵の発生や溶
接性の劣化をもたらすために上限を５％とした。なお、０．０２％未満では、脱酸時間が
延びて生産性が低下することがあるため、望ましくは、０．０２～１％が良い。
【００２６】
　Ｂは高強度化に有効な元素である他、２次加工割れを抑制する元素である。過度な添加
は、溶接部の耐食性の劣化やコスト増につながるため、上限を０．００３０％とした。な
お、０．０００３％未満では、２次加工割れ抑制効果が少なくなることがあるため、望ま
しくは０．０００３～０．００１０％が良い。
【００２７】
　ＣａはＳを固定し熱間加工性を向上させるために添加される場合がある。一方、０．０
１％超の添加は耐食性を劣化させるために、上限を０．０１％とする。なお、０．０００
５％未満では、Ｓ固定が不十分になることがあるため、製造性の観点から０．０００５～
０．００１％が望ましい。
【００２８】
　Ｍｇは脱酸元素として添加する場合や、フェライト粒の微細化による製造性の向上、リ
ジングと呼ばれる表面欠陥の改善、溶接部の加工性向上に寄与する。一方、０．０１％超
の添加は耐食性が著しく劣化することから０．０１％を上限とする。なお、０．０００３
％未満では、組織制御が不十分であることがあるため０．０００３％以上とする。製造性
を考慮すると、０．０００３～０．００２％が望ましい。
【００２９】
　本発明においては、部材への成形性に加えて、高速で衝撃を受ける際の衝撃吸収エネル
ギーがポイントである。車体衝突時の衝撃は、構造部材に加えられるため、部材を形成す
る材料の衝撃吸収能が重要である。これまで、部材成形性及び高歪み速度での衝撃吸収エ
ネルギー、変形応力の上昇を考慮したフェライト相を母相とする高強度ステンレス鋼の提
供は試みが無く、従って、車両設計までなされていない状態であった。車両用の構造部材
は、ハット型成形品に代表される角形断面が大半で、この様な高速圧壊変形における吸収
エネルギーは、１０％までの歪み域で吸収される（「自動車材料の高速変形に関する研究
会成果報告書（平成１３年３月）」日本鉄鋼協会編、ｐ１２）。また、車両衝突時の歪み
速度は１０３／ｓｅｃという極めて高歪み速度に対応する。これらより、高速変形特性評
価として、１０３／ｓｅｃで引張試験を行い、動的引張試験とした。この際、１０％歪み
までの吸収エネルギーを応力、歪みから求めた。何％の歪までの吸収エネルギーを指標と
するかは部材形状に依存するが、上記の「自動車材料の高速変形に関する研究会成果報告
書（平成１３年３月）」日本鉄鋼協会編、ｐ１２に記載されている様に、自動車のフロン
トサイドメンバー等の部位では、１０％歪までの吸収エネルギーが妥当とされている。ま
た、動的引張試験における耐力を求め、動的耐力を得た。一方、通常の引張試験（歪み速
度１０－３～－２／ｓｅｃ）で得られる耐力を求め、静的耐力とした。
【００３０】
　既存鋼［ＳＵＳ４３０（０．０５％Ｃ－０．３％Ｓｉ－０．５％Ｍｎ－０．０３％Ｐ－
０．００５％Ｓ－１６％Ｃｒ－０．１％Ｎｉ－０．０３％Ｃｕ－０．０３％Ｎ）、ＳＵＳ
３１６（０．０５％Ｃ－０．５％Ｓｉ－０．９％Ｍｎ－０．０２％Ｐ－０．００１％Ｓ－
１２．５％Ｎｉ－１６．８％Ｃｒ－２．５％Ｍｏ－０．３％Ｃｕ－０．０３％Ｎ）、ＳＵ
Ｓ３０１Ｌ（０．０２％Ｃ－０．６％Ｓｉ－１．１％Ｍｎ－０．０３％Ｐ－０．００１％
Ｓ－７．１％Ｎｉ－１７．５％Ｃｒ－０．２％Ｃｕ－０．１３％Ｎ）など］に加えて、０
．０１％Ｃ－０．１％Ｓｉ－０．０３％Ｐ－０．００２％Ｓ－２１％Ｃｒ－０．５％Ｃｕ
鋼でＭｎ、ＮｉおよびＮ量を変化させてオーステナイト相率を変化させた場合の静動差の
結果を図２に示す。静動差は、加工硬化の変形速度依存性を示す指標であり、動的引張試
験における１０％歪み時の応力値と静的引張試験における１０％歪み時の応力値の差、即
ちここでは（１０３／ｓｅｃの歪み速度で動的引張試験をした際の１０％歪み時の応力）
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－（１０－３～１０－２／ｓｅｃの歪み速度で静的引張試験をした際の１０％歪み時の応
力）である。静動差は、自動車の衝突の様な高速で変形した際にどれ位硬化するかを示す
ため、この値は大きい値ほど衝撃吸収構造用部材として好ましい。オーステナイト相率が
少ないと変形中の歪み誘起変態量が少なくなるため、静的および動的変形中の応力の上昇
が少なく、１０％未満では静動差が１５０ＭＰａ未満となる。よって、製品のオーステナ
イト相の比率を１０％以上とした。上限は特に制限されず、全てオーステナイト相であっ
ても良く、上限を定めることなく、本発明の効果を得ることが出来るので、上限値は定め
ない。尚、延性の観点からオーステナイト相の上限は９０％が望ましい。
　
【００３１】
　図１に既存のステンレス鋼と本発明鋼（０．０１％Ｃ－０．１％Ｓｉ－３％Ｍｎ－０．
０３％Ｐ－０．００２％Ｓ－２１％Ｃｒ－２％Ｎｉ－０．５％Ｃｕ－０．１％Ｎ）の動的
引張試験時の応力－歪み曲線を示す。いずれも１．５ｍｍ厚の冷延・焼鈍板（焼鈍条件は
、後述）で、歪速度１０３／ｓｅｃで圧延方向に高速引張試験をした結果である。これよ
り、フェライト系ステンレス鋼であるＳＵＳ４３０に比べて、オーステナイト系ステンレ
ス鋼の方が高速変形時の応力は高く、オーステナイト系ステンレス鋼においては、歪み誘
起変態が生じるＳＵＳ３０１Ｌの方が歪み誘起変態が生じ難いＳＵＳ３１６よりも応力が
高い。これに対して、本発明鋼は既存鋼で最も優れた衝撃吸収特性を示すＳＵＳ３０１Ｌ
よりも低歪み域（～３０％程度）の応力は高く、極めて衝撃吸収能力が高い。応力が高い
ということは、衝撃吸収値が高くなるため、衝撃吸収特性に優れる。
【００３２】
　表１に示す様にＳＵＳ３０１Ｌの静動差を基準として１５０ＭＰａ以上と規定し、歪み
誘起によるマルテンサイト相を活用した従来の鋼では到達出来なかった高強度－高静動差
を有する鋼を提供することを可能とした。尚、上限は特に定めることなく、高ければ高い
方が好ましい。
【００３３】
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【表１】

【００３４】
　図３に静的引張試験における応力－歪み曲線を示す。静的引張試験は、ＪＩＳＺ２２４
１に準拠して行った。本発明鋼は破断伸び４０％を示しているとともに、フェライト系ス
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テンレス鋼であるＳＵＳ４３０に比べて加工硬化率が高いことがわかる。
図４に歪みと加工硬化率の関係を示す。横軸は真歪み（ε）で、縦軸のｄσ／ｄεは、真
応力の変化率を示しており、加工硬化率に対応するため、構造部材としては高い方が良い
。これより、本発明鋼はフェライト系ステンレス鋼よりも高加工硬化特性を示す。また、
静的変形時は高歪み域で加工硬化率が上昇しており、オーステナイト相が加工誘起変態を
おこして、歪み誘起塑性が生じていることがわかる。静的引張試験において歪み範囲によ
り加工硬化率は変化するが、３０％歪みまでの範囲で加工硬化率の最小値が１０００ＭＰ
ａ以上あれば、大幅に加工硬化特性が改善され、高速変形時の高強度化に有効であること
から、加工硬化率の下限を１０００ＭＰａとしたが、高ければ高い方が好ましい。
【００３５】
　高強度化による衝撃吸収特性の向上には、耐力、引張強度の高強度化が有効であるが、
耐力だけの増加や引張強度だけの増加では、高速変形時の応力が上昇しない場合がある。
１０％歪みの静動差を上昇させるためには、塑性変形過程の応力を全体的に向上させるの
が望ましい。本発明では、静的引張試験における耐力（ＹＰ）と引張強度（ＴＳ）の平均
値で塑性変形時の応力を代用し、これが５００ＭＰａ以上とするのが好ましく、高ければ
高い方が良い。表１の本発明は（ＹＰ＋ＴＳ）／２が５８３ＭＰａと高い値を示す。既存
鋼（ＳＵＳ４３０、ＳＵＳ３１６、ＳＵＳ３０１Ｌなど）に加えて、０．０１％Ｃ－０．
１％Ｓｉ－０．０３％Ｐ－０．００２％Ｓ－２１％Ｃｒ－０．５％Ｃｕ鋼でＭｎ、Ｎｉお
よびＮ量を変化させてオーステナイト相率を変化させた場合の（ＹＰ＋ＴＳ）／２と静動
差の関係を図５に示す。（ＹＰ＋ＴＳ）／２が５００ＭＰａ以上において静動差が１５０
ＭＰａとなることから、静的引張試験における（ＹＰ＋ＴＳ）／２を５００ＭＰａ以上と
することが好ましい。本発明では、母相をフェライト相とし、第２相としてオーステナイ
ト相が生成した複相組織であるため、フェライト系ステンレス鋼よりも高耐力を示すこと
に加え、部材への加工時にオーステナイト相が歪み誘起変態により硬質なマルテンサイト
相に変態することで加工硬化率が著しく上昇し、引張強度が向上する。高速変形時には低
歪み域で歪み誘起マルテンサイト相が生じることで転位の移動を妨げ、応力が高くなる。
本発明の鋼はフェライト相＋オーステナイト相の２相化に加え、変形時の歪み誘起変態に
より、高強度・高衝撃吸収特性を得ることが出来る。
【００３６】
　高強度化に伴い静的変形時の伸びが低下すると、構造部材への成型が困難になる。前述
の如く、本発明鋼は変形時の加工誘起マルテンサイト変態による歪み誘起塑性が生じるた
め、高強度・高衝撃吸収性能が優れると共に、静的変形時の破断伸びが高い。車体構造は
種々複雑であるが、伸び（破断伸び）４０％以上あれば加工上問題が無い。表１に示す様
に、本発明鋼は静的引張試験において体積率で１０％の歪み誘起マルテンサイト相が生成
しており、伸びも４５％と高い。
【００３７】
　本発明のステンレス鋼板は、通常の工程にて製造されるが、冷延板焼鈍工程において、
保定温度を９５０～１１５０℃以上とし、４００℃までの冷却速度を３℃／ｓｅｃ以上と
する。加熱後の保定温度は、オーステナイト相を１０％以上生成させる温度で保定すれば
良いが、９５０℃未満ではＣｒ炭窒化物やσ相と呼ばれる金属間化合物が析出し、耐食性
や靭性を劣化させるため、下限を９５０℃とした。また、１１５０℃超の場合、オーステ
ナイト相が１０％未満になるとともにフェライト相が粗大化し、成型性や靭性を著しく低
下するため、上限を１１５０℃とした。また、保定後の冷却については、４００℃までの
冷却速度が３℃／ｓｅｃ未満では、上記の炭窒化物や金属間化合物が生成するとともに、
オーステナイト相中への炭素、窒素などの元素が拡散して歪み誘起変態が生じず、優れた
加工性や衝撃吸収性能が得られない場合がある。よって、４００℃までの冷却速度を３℃
／ｓｅｃ以上とする。製造性や鋼板形状を考慮すると、保定温度は１０００～１１００℃
、４００℃までの冷却速度の上限は５０℃／ｓｅｃが望ましい。
【実施例】
【００３８】
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　以下に、本発明を実施例により具体的に説明する。表２に示す化学組成の鋼を溶製して
スラブに鋳造し、スラブを熱間圧延した後、焼鈍・酸洗を施し、１．５ｍｍ厚まで冷間圧
延し、焼鈍（前記の条件）・酸洗を施して製品板とした。このようにして得られた製品板
に対して、上記の静的引張試験と動的引張試験を行った。また、金属組織については、板
厚中心層近傍の組織をエッチングにより現出させ、第２相であるオーステナイト相の相率
については画像解析装置で生成比率を求めた。表３に製造条件および製品板の性質等を示
した。なお、表２、表３に示す下線部は本発明範囲外であることを示している。
【００３９】
　表２、表３から明らかなように、本発明の鋼は静的引張試験における耐力と引張強度の
平均値が５００ＭＰａ以上と高く、静動差が１５０ＭＰａ以上あり、衝撃吸収特性に優れ
ている。また、静的引張試験における破断伸びが４０％と延性に優れており、真歪み３０
％までの加工硬化率が１０００ＭＰａ以上と加工硬化特性にも優れている。一方比較鋼に
ついては、鋼Ｎｏ．１４のＳＵＳ３０１Ｌは加工性や衝撃吸収特性に優れているが高Ｎｉ
成分であり、製造コストや鋼材コストが高くなる。Ｎｏ．１５はＳＵＳ３０４で、Ｎｏ．
１６はＳＵＳ３１６であるが、高Ｎｉでコスト高であるとともに、１０％変形時の静動差
が低い。Ｎｏ．１７はＳＵＳ４３０でＮｉやＣｕが範囲外でありオーステナイト相が生じ
ないため、伸びや静動差が著しく低い。Ｎｏ．１８は、Ｃが上限外れで高強度材であるが
、伸びと加工硬化率が低く、静動差も低い。Ｎｏ．１９、２３、２９、２５は、成分が本
発明範囲から外れるため、オーステナイト相率が１０％未満であり、伸びや静動差が低い
。Ｎｏ．１８、２０、２１は、それぞれＣ、Ｓｉ、Ｃｒが上限外れで、伸びと加工硬化率
が著しく低い。Ｎｏ．２１はＭｎが下限外れで、伸びと加工硬化率が著しく低い。Ｎｏ．
２４はＣｕが下限外れで、高速変形時の強度上昇が低くなり、静動差が低い。Ｎｏ．２６
、２７、２８、３０はそれぞれＮｂ、Ｖ、Ｍｏ、Ｂが過剰に添加されており、伸びや静動
差が低い。Ｎｏ．３１、３２は、成分は本発明範囲内であるが、冷延板焼鈍温度と冷却速
度が発明範囲外であり、強度低下が生じて静動差が低くなる。
【００４０】
　なお、本発明における鋼板の製造方法について、熱延条件や熱延板厚、熱延板および冷
延板焼鈍雰囲気などは（冷延板焼鈍は前記の範囲で）適宜選択すれば良い。冷延における
パススケジュールや冷延率、ロール径についても特別な設備を必要とせず、既設設備を効
率的に使用すれば良い。また、冷延・焼鈍後に調質圧延やテンションレベラーを付与して
も構わない。更に、製品板厚についても、要求部材厚に応じて選択すれば良い。
【００４１】
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【表２】

【００４２】
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